

















これまでの中央集権的計画経済から市場経済への移行 を図っているロシアでは,現 在,会 計改
革が行われている。 この会計改革の主要な課題 は,こ れか らの市場経済の もとで経営活動する所
有形態の異なるさまざまな経済主体のための企業会計制度を構築することである。このため,す
でに'92年1月14日,ロ シア連邦最高会議は 「国際的な実務で採用 されている会計 と統計のシス
テムへの移行」を決議 し〔24〕,さらに'93年2月12日,ロ シア連邦閣僚会議 ・政府 は同じ主旨の内
容 を再度決議 している 〔'3〕4:頁。そして,ソ 連邦崩壊から現在 までに,企 業会計の基礎 となる会計
法規が相次いで公布 されてきている。経済の深刻な危機的状況と政治情勢の混迷 はいまなお続い
ているロシアではあるが,新 しい企業会計の制度化 に向けての活動は進展 しつつある。そこで,
この小論では,ソ 連邦崩壊から現在 までに制定 された主要な会計法規 を検討 しなが ら,新 生ロシ
アにおける会計改革の動向を探 ることにしたい。
1.旧 ソビエ ト会計の特質
今 日進展 しつつある会計改革の過程 を考察する前に,ま ず もって,中 央集権的計画経済のもと
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で採用 されていたこれ までの ソビエ ト会計の特徴について触れてお く必要があろう。なぜ ならば,
現在改革の対象 となっている会計制度 は'30年代に形成 されたソビエ ト会計制度であ り,こ の制
度を改編 して新 しい企業会計制度を創出 しようとしてお り,こ のため目下の会計改革の内容 を充
分に理解するには,こ れまでのソビエ ト会計制度の特徴 を知ってお く必要があるからである。
いうまでもなく,ソ ビエ ト会計制度には,強 度の中央集権的計画経済体制が痛々 しいまでに反
映 されていた。このことについての詳細な内容は,別 稿ですでにあきらかにしているが注1,こ こ
では,の ちにみる会計改革の過程の考察 との関連でのみ,ソ ビエ ト会計制度の若干の特徴を簡潔
に指摘 してお きたい。
まず,ソ 連の もとでは,会 計(6yxra刀TepcK曲yqeT)は,統 計(cTaTHcTHqecK噛yqeT)と 経
営計算(onepaTHBHbi前yqeT,業 務 ・技術計算onepaTHBHo-TexH四ecK励yqeTと もいわれた)と
ともに,統 一国民経済計算制度を構成するひとつの計算:として位置づけられていた。マクロ会計
とも呼 ばれる国民経済計算(Hapo即oxo3舶cTBeHHb旧yqeT)'の 一環 としての統一会計制度が,
個 々の国有企業に設置 され,個 々の企業においては,ソ 連邦財務省や中央統計局などが制定 した,
統一 された勘定科 目で記帳 し,画 一化 された方法での会計処理 を実施 し,規 格化 された報告様式
による会計報告 を行っていた。そ して,こ の統一会計制度によって個々の企業から得た会計デー
タを,国 は経済政策の策定のために利用 していたのである。よって,ソ ビエ ト会計は,個 々の企
業の経営成績 と財政状態を把握するための ミクロ会計 と呼ばれる企業会計 を軽視 し,国 民経済計
算 を重視する指向で制度化されていたのである。
しかも,国 有企業には独立採算制(xo3舶cTBeHHHnpacqeT,略 してxo3pacqeT)が 採用 されて
いたとはいえ,そ れは文字通 りの独立採算制ではな く,そ の採算機構は未確立であったので,
個々の企業においては,厳 格な損益計算は行われず,西 側の企業のような損益計算書は作成 され
なかった。それに代わって,国 の視点から,国 庫から企業への資金の流れと企業から国庫への資
金の流れとを動態的に結びつける収支バランス(6a刀aHcAoxoAoBMpacxoaoB)が作成 された。
企業でのフォロー計算 としての損益計算 を軽視する一方で,財 産の保全 とス トックの計算 をソビ
エ ト会計の第1義 的課題 として,貸 借対照表が企業で作成 された。だが,こ の貸借対照表 も,国
の視点から,国 民経済バランス→産業部門バ ランス→企業バランスとい う,上 から下ヘマクロか
らミクロへの過程で作成 された。 このため,マ クロの経済用語 をその ままミクロの会計用語にし,
その用語が貸借対照表の項目として採用 された。よって,ソ ビエ ト会計には,企 業の経営成績を
示す損益計算書は作成 されず,ま た個々の企業の視点から作成 される貸借対照表 も軽視 されてい
たのである。
ところで,国 有企業の唯一の利害関係者はその所有者である国であ り,企 業にとっての会計責
任は国に対 して果 たす ことであった。他方,国 は個々の企業か ら収集 した会計 データを最終的に
は統計数値に代え,そ れを社会全体の経済政策の策定のために利用 した。 とりわけ,国 は生産物
の価格を設定するためのデータとして,生 産物の実際原価のデータを欲 した。そこで,国 は企業
〔1)〔35〕〔39〕〔41〕を参照されたい。
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に対 して実際原価計算 または実際原価 を算定で きるノルマ原価計算(HopMaTHBH翻KaJlbKy刀HuHH)
の採用を強要 した。このため,個 々の企業においては,財 務会計と結合 した原価計算は重視され
たが,原 価計算機能の経営管理的側面 は未展開となり,直 接原価計算などの採用は実現 しなかっ
たのみならず,管 理会計の分野での新 しい管理技法の開発 も妨げられた。
もっとも,ソ ビエ ト会計では,そ の当初から会計を財務会計 と管理会計 とに区分することはな
かったが,国 の会計規制は財務会計の側面に主 として向け られていた。個 々の企業に統一会計制
度の採用を義務づけ,こ の制度の企業での運用 を事細かに定めた規程,訓 令,書 簡などが中央省
庁から示 された。 しか し,こ の会計規制は国のその時々の経済施策の変更か らある時は強化され
またある時は緩和 されて,中 央省庁か ら出される会計法規は朝令暮改 を繰 り返 していた。それは,
個々の企業のための計算秩序 を示すような,企 業会計原則または会計基準 に相当するようなもの
が存在 しなかったからである。
こうして,不 完全な独立採算制の採用の もとで,個 々の企業は,国 か ら供与された国家財産を
運用 し,そ こから得た利益の一部を企業に留保 して残 りを国庫に収め,そ して国家財産の保全 と
運用の状況を貸借対照表を軸 とする諸会計報告書 を作成 して国に報告 していた。その際,い わゆ
る財務諸表に相当するこれらの会計報告書 に対 して,個 々の企業を管轄する上級機関や省庁での
官庁内監査が行われた。だが,会 計基準が存在 しない もとでのこの監査は,所 与の現行会計法規
に基づいて企業での会計処理がなされているか どうかの監査であった し,財 務諸表は国家機密 を
理由として公表 されることもなかった。ただ し,会 計に関わる係争が発生 し,そ れが刑事問題や
民事問題 として法廷にもちこまれたとき,そ の裁判 に会計知識をもった人が出廷するという会計
判定官(3KcnepT-6yxra刀TeP)の 制度は存在 していた。
結局,ソ ビエ ト会計のもとでは,そ の実態としては,国(社 会全体)が エ ンテ ィティであ り,
個々の企業はその中で国家計画を遂行するサブ ・エンティティまたはセグメン トとなった。そし
てひとつのセグメン トとなった企業の経理部は,発 生する取引 と供与 された国家財産の運用をで
きるだけ正確に記録 し,そ の会計データを国に提供するだけの場 となった。国が任命 した経理部
長は,企 業経営の改善の努力よりも主に国家財産の保全 とその運用 を監視 し,そ の指揮下の多 く
の会計担当者は,国 が定めた所与の会計処理 を行 う単 なる簿記係になった。 ここにソ連 において
は,企 業会計は簿記に後退 して しまったのである。
2.新 しい勘定科 目表の作成
企業会計が簿記 に後退 したため,ま ず,ロ シアでの会計改革は企業会計の改革というよりも企
業簿記の改革か ら開始 しなければならなかった。それは,こ れまでの中央集権的計画経済のもと
で採用 されていた統一勘定科 目表を,こ れからの市場経済のもとでの企業の経営活動 とその取引
を記帳する新 しい勘定科 目表に改編することであった。勘定計画(n刀aHcqeTOB)と ロシアでは
呼ばれているこの勘定科目表の改編作業は,ソ 連邦崩壊直前のペレス トロイカ末期にすでに着手
されていた。そして'91年11月1日,ソ 連邦財務省は,'85年3月28日 付で決定 したこれ までの勘
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定計画 に代わって,'92年1月 か ら採用する 「企業の財務'・経済活動の会計勘定計画とその適用に
関する訓令」 を示 し,'91年12月19日,ロ シア財務省 もこれを追認 した 〔2〕45頁・〔4〕・
新 しい勘定計画は,表1に みるように,1か らIXま での区分を設け,そ れぞれの区分に総合勘
定(cqeTcHHTeTMqecKoroyqeTa)と 補助勘定(cy6cqeT)を 配置 し,ま たその枠外にオフ ・バ
ランス ・シー トの項目を示 した勘定科 目表 となっている注2。この勘定計画の改革は,こ れまで採
用 していた勘定計画の構造 を踏襲 しなが らも,1)計 画経済のもとで存在 していた取引のための
旧勘定 を廃止 し,2)市 場経済への移行で生 じる取引のための新勘定を配置 し,3)勘 定科目を
改称 し,4)勘 定の整理番号 を変更 し,5)勘 定を細分化することによって行われた。廃止され
た勘定 としては,企 業 とこれまで企業を管轄 していた上級機関との間にあった取引や決済のため
の勘定,国 庫から企業へこれまでなされていた財政融資のための勘定などがあ り,新 設 された勘
'定 としては
,無 形固定資産に相当する無形資産のための勘定,長 期 リース資産のための勘定,投
資有価証券や長期貸付金のための勘定,外 貨のための勘定,企 業の設立者(株 主,参 加者)や 子
会社 との決済のための勘定,不 良債権のための勘定,積 立金のための勘定などがある。
こう した勘定計画の改編においても,と くに,区 分m「 生産費」 に配置 されている企業の生産
過程の計算のための勘定は,こ れまでの勘定計画のそれとほぼ同じであ り,大 きな変化はみられ
ない。 このことは,た とえ経済体制の転換があっても,生 産物の基本的な製造方法 は変化せず,
その技術的 ・生産力的な側面は超体制的なものであ り,生 産過程の計算方法は大 きく変化 しない
ことを示 してお り,留 意 してお く必要があろう。
なお,改 編 された新 しい勘定計画はソ連邦 とロシアの財務省で正式 に承認 されるにさきだって,
その草案 は,市 場経済の諸国で採用 されている会計処理のための勘定への接近を図るために,国
連の多国籍企業セ ンターで鑑定 を受けたといわれている〔3〕4頭。
なお また,'92年1月 から約2年 間のうちに,ロ シアでは税制が改革 され,株 式取引が発展 した
ので,と くに,区 分H「 生産用在庫」 には 「取得財の付加価値税」 なる総合勘定が,区 分V皿 「基
金 とリザーブ」 にある総合勘定 「資本金」にはその内訳の諸補助勘定がそれぞれ補充され,現 在
ではこの改訂 された勘定計画が採用 されている 〔u〕46頁。
もちろん,企 業簿記 を改革するためにつ くられた新 しい勘定計画は,市 場経済のもとで営利目
的の経営活動 を行 う経済主体が自己の企業会計の基礎 となる簿記 システムを構築する際の,ひ と
つのモデルとして示された ものである。 したがってそれは,個 々の企業から国の経済政策の策定
表1勘 定計画の内容
区分1固 定資産およびその他の長期投資 区分VI決 済
区分II生 産用在庫 区分W財 務成果および利益処分
区分皿 生産費 区分棚 基金とリザーブ
区分IV完 成生産物,商 品および販売 区分D(信 用と融資
区分V貨 幣資産 バランス外勘定(offbalancesheet)
(出 所)〔2〕 よ り作 成。
② 新 しい勘定計画の詳細な創出過程については,〔32〕 を参照されたい。
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に必要な会計データを収集するためにつ くられ,そ の採用を企業(と りわけ国有企業)に 対して
義務づけたかってのソビエ ト会計の勘定計画と異なっていることはいうまでもない。
3.企 業会計と財務諸表の規程の制定
新 しい勘定計画がつ くられると,そ こに配置 された勘定で市場経済で発生する取引を把握 し,
記帳 された会計データを規定の方法で処理 して,企 業の財政状態と経営成績を示す財務諸表が作
成 され公表 されることになる。そこでつぎに,こ の会計処理の方法 と財務諸表の作成 ・公表に対
する改:革が行われることになった。 この改革の結果 として,ロ シア財務省は,こ れまでの 「会計
報告書 とバ ランスに関する規程」('79年6月29日 付 ソ連邦閣僚会議決定)に 代わるもの として,
'92年3月20日
,「 ロシア連邦における会計 と報告書に関する規程」を承認 した 〔5)15頁。さらにそ
の後,こ の規程に基づいてロシア財務省は,'92年6月9日,財 務諸表の体系 と様式 を示 した 「企
業 と組織の年度会計報告書の量 と様式について 〔6〕33頁・〔11〕lo頁」の書簡,ま た同年6月24日,そ の
様式の記入手続きをあきらかに した 「企業の年度会計報告書様式の記入手続 きに関する訓令 〔12〕17
頁」 をそれぞれ発表 した。
表2は 新 しい会計 と報告書に関する規程の内容であ り,表3は 新 しい財務諸表の体系である。
規程 は,企 業で実施 される会計処理の方法 と企業によって作成される財務諸表 とその公表とを
定めてお り,そ の内容 は,西 側でいわれる会計基準 にほぼ相当する規程 となってお り,そ れは,
以下のように,西 側の会計処理の方法 と財務諸表の作成 ・公表の現況に近付けたもの となってい
る注3。すなわち,ま ず,こ れまでの国民経済計算の一環 としての会計 から企業とその利害関係者
のための会計への移行を認知 し,ま たこれまで朝令暮改を繰 り返 しつつ国が事細かに定めていた
会計処理を企業に強要することをやめ,本 規程 を遵守 して規定 された会計処理の中か ら選択 した
方法 を企業は採用できるようにしている。ついで,ま だ明確な表現 とはなっていないとはいえ,
正規の簿記の原則,継 続性の原則,発 生主義 などが示 され,会 計期間は1月1日 か ら12月31日
までとし,企 業の財務諸表様式 とその記入手続 きはロシア財務省からひとつの模範として提示す
ることを規定 している。さらに,資 産等 は,こ れまでの国が設定 した価格ではな く,市 場価格 に
よる取得原価で計上すること,資 産をワン ・イヤー ・ルールと価額基準で流動 と固定 とに分類 し,
固定資産の減価償却は法定の償却率によって行 うことにしている。また,新 たに導入 された無形
資産,有 価証券,外 貨勘定,所 有者の持分,引 当金,積 立金などの諸項目の評価,設 定,処 理 を
定めている。そ して,企 業の利益は,1)生 産物(作 業,用 役)の 販売からの利益,2)固 定資
産の売却益,3)そ の他の販売か らの利益からなり,1)の 利益 は,生 産物(作 業,用 役)の 販
売価格 による売上高(付 加価値税 と物品税を除 く)と その生産費や販売費との差額であ り,実 現
主義で計上することとしている。
こうした西側の会計処理への接近 を図る一方で,規 程 は,こ れまでのソビエ ト会計で重視され






































」? (出 所)〔6〕 〔11〕 よ り作 成 。
れている企業での会計組織の確立や経理部長の職務 などを定めてお り,ソ 連時代の会計慣行の残
津が規程 にまだ盛 り込 まれている点は,注 意 してお く必要があろう。
規程では,年 度の財務諸表は,1)所 有者(国 家財産の管理を付与された機関,企 業の設立文
書 による設立者,参 加者),2)国 家税務監督機関,3)国 家統計機関,4)そ の他の国家機関
(法規で企業活動の個々の側面 を点検 し,適 応の報告を受ける機関)へ,3月1日 まで に一 外
資 を伴 う合弁企業の場合は,上 記4)へ の提出を除いて,3月15日 までに一 提出されること
を明記 している。そして財務諸表は,定 められた提出先に出す前に,企 業の設立文書による方法
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で承認 され,利 害関係者に公表 され,監 査法人による監糞を受けるとしている。
さらに,い わゆる財務諸表規則に相当する財務諸表の様式 とその記入手続 きを定めた書簡と訓
令においては,ミ クロの会計用語を項目に した個々の企業の視点からの貸借対照表様式がつくら
れ,ま たソビエ ト会計では作成されなかった企業の損益計算書や利益(損 失)処 分計算書を初め
諸付属明細書の様式が,西 側のそれらに準 じた ものとしてつ くられ,そ れらの記入手続 きもあ き
らかにされている注4。
なおその後,会 計 と報告書に関する規程 は'93年6月4日 付のロシア財務省書簡によって改訂
され,そ れにより現在では,財 務諸表の提出期限を4月1日 以前とし,財 務諸表の国家統計機関
への提出がな くなり,「定款基金」勘定が 「資本金」勘定に改称 され,棚 卸資産の評価方法とし
て先入先出法(ΦHΦ0),後 入先出法(刀HΦ0)が 認められるなどしている 〔15〕53頁。
4.会 計政策の確立
またそ の後,'94年7月28日,ロ シア財 務省 は,1.総 則(1.1～1.3項),2.会計 政策 の形 成
(2.1～2.6項),3.会 計 政策 の 開示(3.1～3.5項),4.附則 か らな る 「会計 政策」 規程 を承認 し
た 〔26)。すで にみ た会計 と報告 書 に関す る規程 に準 じてつ くられた この規程 は,企 業 の会計政 策
の形 成(選 択,根 拠)と 開示 の基礎 を示 した もの で(1.1項),企 業が 選択す る会計 の処理 ・手続
き(cnoco6BeμeH朋6yxra刀TepcKoroyqeTa)の総 体 を会計政 策(yqeTHaHno朋THKa)と規定 し
(1.2項),所 有 形態 に関係 な く会計政 策 を形 成す る企業 で,会 計法 規 また は企 業 の設立 文書 に よ
り財務諸 表 を公 開す る企業 に対 して適 用 される もの とな っている(L3項)。
規程 に よる と,会 計政 策は,も しロシア連 邦の法律 で なん ら規定 されて いない な らば,こ の規
程 に基 づい て企 業長 に よって形成 され(2.1項),企 業 が会計政 策 を形成 す るに際 しては,1)企
業 の財 産独 立性 の公 準(Aony田eHHeHMy川ecTBeHH砿060co6刀eHHocTHnpeAnp朋T朋),2、)企業
活動 の継 続性 の公 準(AoHy田eHHeHenPePHBHocTHAeHTe恥HocTHnpeAnpH牙TH只),3)会計 政策
適 用 の 継 続性 の公 準(Aony理eHHenoc刀e月oBaTe刀bHocTH叩HMeHeH朋yqeTHo加o朋THKH),4)
経 済活動 の事 実の時期 的認識 の公 準(月ony醐eHHeBpeMeHHoHonpeAe刀eHHocTHΦaKToBxo3月画一
cTBeHHo加e月TeπbHocTH)を 前提 にす るこ と(2.2項),ま た企 業 の会計 政策 は,1)真 実性 の要
請(Tpe60BaHHeno川oTbI),2)慎重性 の 要請(Tpe60BaHHeocMoTpHTe刀bHocTH),3)形式 よ
りも内容重 視 の 要請(TPe60BaHHenPHoPHTeTac月ep>KaHHHnep釦ΦopM碗),4)会 計 デ ータの
一 致 の要請(TPe60BaHHeHenpoTHBopeqHBocTH),5)経 済 活動 条件 と企業 規模 にあ った 会計 の
合 理性 の 要請(丁pe60BaHHepauHoHa刀bHocTH)を保 障 しな けれ ばな らない こ とを規定 している
(2.3項)。 その うえで,企 業 は,会 計 法規 で定 め られた い くつ かの会計 の処 理 ・手 続 きの 中か ら
ひ とつの もの を選択 し(2.4項),選 択 した会計 政策 を企業 の適 応 の組 織的 ・指 図書 的書類 に明記
し(2.5項),会 計 政策 の変更 は,企 業 の組織 改組(合 併,分 割,併 合),所 有者 の交代,会 計 法
規の改 訂,新 しい会計技 法の 開発 とい った場合 に可能 であ るが,変 更 には理 由が な くて はな らな
(4)新 しい財務諸表の様式 とその記入手続きの詳細な内容については,〔30〕 を参照されたい。
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い としている(2.6項)。
規程は,つ ぎに,財 務諸表の利用者にとって企業の経営成績と財政状態を充分に評価で きない
ものを除熔て,財 務諸表の利用者の意思決定 と評価 に重要な影響を与える企業の選択 した会計の
処理 ・手続 きを開示 しなければならないとし(3.1項),財 務諸表へ開示する会計の処理 ・手続 き
として,1)固 定資産,無 形資産およびその他の資産の価値の償却方法,2)生 産用在庫,商 品,
仕掛品および完成製品の評価方法,3)生 産物(商 品,作 業,用 役)の 実現からの利益の認識方
法,4)規 程の3.1項 の要請によるその他の方法を挙げ(3.2項),も し会計政策が規程の2.2項 の
公準 にi基づいて形成されるならば,そ の公準を財務諸表に開示 しないことができるが,会 計政策
を2.2項 の公準 と異なる公準 に基づいて形成 したならば,そ の公準をその採用理由と価値的表示
でのその結果の評価 とともに,詳 細に財務諸表に開示 しなければならないこと(3.3項),重 要な
会計処理 ・手続 きは年度財務諸表の作成に際 して注記(noHcHHTe刀bHaH3anHcKa)で 開示 し(3.4
項),財 務諸表の利用者の意思決定 と評価に重要な影響を与える会計政策の変更は,そ の変更理
由と価値的表示でのその結果の評価 とともに,財 務諸表 に特別に開示することを定め(3.5項),
'95年1月 から本規程を施行するとしている(附 則)
。
ところで,こ の規程 を制定 した主要な意義は,会 計の処理 ・手続 きを毎期継続 して適用 し,み
だ りにこれを変更 してはならず,重 要な会計方針を財務諸表に注記 しなければならないといった,
西側でいわれる継続性の原則や重要な会計方針の開示などに相当するものを規定 したことであ
る。だが,こ のことを定めるに際 して,本 来ならば,さ きの'93年3月 の規程 にすでに明記 され
ていなければならない筈の,会 計が現実 に行われる前提 である公準や要請 も規程に盛 り込んでい
る。このことは,ロ シアにおける会計改革が極めてジクザ クした過程 を経ながら制度化されつつ
あることを示 してお り,留 意 してお く必要があろう。
とはいえ,会 計 と報告書 に関する規程や会計政策の規程 にみ られるような,企 業での会計処理
の方法,財 務諸表の作成 ・公表 に対する改革から,市 場経済の もとでの企業会計の統一的な方法.
論が形成されつつあり,そ の内容はロシア財務省の規程,訓 令,書 簡などで発表 され,そ こから
西側でいわれる会計基準や財務諸表規則に相当するものがっ くられてきている。
5.原 価項目,損 益計算,利 益課税等の改革
会計基準が制定 されれば,そ れに基づいて企業は損益計算:を行い,そ してその算定された利益
に対 してロシアの税法 に規定 された税金 を支払わねばならない。この場合,さ きに触れたように,
3つ の利益源泉に基づ く収益 に対応する費用 を確定することと,利 益 に対する課税算定で考慮さ
れる費用 と支出の項目を規定することが必要 となる。そこでつ ぎに,ロ シア連邦政府は,'92年8
月5日,「 生産物(作 業,用 役)の 原価に算入される生産物(作 業,用 役)の 生産費 と販売費の
組成,お よび課税 に際 して考慮 される財務的成果の形成方法 に関する規程」 を決定 した 〔8〕1頂。
表4は この規程の内容である。
.規程で は,ま ず,原 価(ce6eCTOHMOCTb)と は,生 産過程で利用 される天然資源,原 材料,
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表4原 価と財務的成果の形成方法の規程の内容
1生 産物(作 業,用 役)の 原価に算入される費用の組成
1生 産物(作 業,用 役)の 原価とは
2生 産物(作 業,用 役)の 原価に算入される費用 とは
3生 産物(作 業,用 役)の 実際原価に反映されるもの
4生 産物(作 業,用 役)の 原価に算入されない費用











13最 終的な財務的成果(損 益)と は
14「 損益」勘定に計上される収益(収 入)と は
15「 損益」勘定に計上される費用(支 出)「とは
(出 所)〔8〕 よ り作 成 。
燃料,エ ネルギー,固 定資産,労 働資源の費用,ま た生産 と販売におけるその他の費用であると
規定 したうえで,具 体的な費用の支出項目を詳細 に列挙 して,そ れらの費用 を,製 造する生産物,
遂行する作業,提 供する用役の原価に算入する費用 と算入しない費用とに分類 している。
つぎに,原 価を形成する費用 をその経済的内容 に応 じて,1)物 的費用,2)労 働支払の費用,
3)社 会的必要性への控除,4)固 定資産の減価償却,5)そ の他の費用 とに区分 し,こ れらの
項 目が解説 されている。
さらに,原 価計算については,規 程の11項 で,企 業 における生産の特徴やその構造 を考慮 し
た,模 範 となる原価計算の方法を示すと明記 されている。だが,現 在,そ の方法が提示 されたの
かどうかは定かでない。さきにも触れたように,経 済体制の転換があって も,生 産過程の計算:方
法は大 きく変 しないので,多 分現時点では,こ れまでの実際原価計算やノルマ原価計算の方法が
採用 されている もの と思 われる。
最後に,規 程は,企 業ではさきの 「ロシア連邦 における会計 と報告書に関する規程」に基づい
て損益計算を行 うが,そ の際に課税 との関連で収益 と費用 と容認 されて,「 損益」勘定 に計上 さ
れる収益(収 入)と 費用(支 出)の それぞれの内容 を列挙 している。
なお,自 然保護施策や慈善 目的などのために企業が支出する費用は,課 税特恵の費用(損 金)
として認め られてお り,そ れは,「利益 に対する課税特恵算定で考慮 される費用 と支出」の報告
書(表3を 参照)に 示すことにしている。
こうして,'92年8月5日 付の規程は,費 用(原 価)項 目を規定するとともに,企 業の損益計算
と税法との調整を示 したもの となっているのである。
70『 明大商学論叢』第77巻 第2号(204)
6.固 定資産再 評価 の実施
新 しい勘定計画がで き,さ らに会計基準,財 務諸表規則,税 法 との調整に相当する規程などが
制定 され,こ れらに基づいて企業が会計 を実施 しようとしたとき,会 計にとっての前提である貨
幣価値の安定を崩すハ イパーインフレーシ ョンが,と くに'92年1月 からの価格 自由化から加速
度的なテンポで進行 した。このため,ロ シア政府 は,'92年8月14日,固 定資産を再評価するこ
とを承認 した 「ロシア連邦 における固定 フォンド(固 定資産)の 再評価について 〔9〕2碩」 と,こ
の再評価の方法 を示 した 「ロシア連邦における固定 フォン ド(固 定資産)の 再評価の実施方法 〔10〕
24頁」の2つ の決定 を公布 した。 この決定に基づいて,固 定資産の第1回 の再評価が実施された。
だが,こ の再評価後もインフレーションは引き続き進行 したので,ロ シア政府は'93年11月25日,
第2回 の再評価 を行うことを決定 した 〔18}52頁。








固 定 フ ォ ン ドの グ ル ー プ 整 理 番 号
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1992年7月1日 以 前 〔26〕 〔32〕 〔44〕 〔29〕
〃 年 度 の後 半 期19233321
1993年 度 の前 半 期7978
〃 年 度 の第3四 半期2 .52.8・2.52.7
〃 年 度 の 第4四 半期1.41.4L41.4
〔 〕の係数は,1992年8月14日 付の政府決定で再評価 された固定フォンドの時価価額に対して適用される。
(出所)〔18〕53頁 。
評価 した注5。この場合,再 評価倍数は,す でに'90年10月22日 付で ソ連邦閣僚会議 によって承認
されていた,「 ソ連邦国民経済の固定フォン ドの統一更新用減価償却率 〔37)」で分類された固定資
産に対 してその取得時別に定められた。これまでの ソビエ ト会計では,減 価償却率は固定資産の
グループ ・種類別に設定されていたからである。そ して,こ の再評価倍数を固定資産の取得価額
に乗 じて,そ の時価価額が算定 された。
第2回 の再評価は,'94年1月1日 の時点 における固定資産を表6に みるような再評価倍数で再
評価 した。
そして,再 評価による固定資産の再評価益は,貸 借対照表の資本の部 に表示される 「特別目的
基金」(Φo悶bIcneUHa刀bHoroHa3HaqeHH月)勘 定の中の補助勘定である 「再評価積立金」(ΦoHA
HHaeKcaUHHHMy鵬cTBa)勘 定に積み立て られた。固定資産の評価替えによる差額を利益とみ
ないで,資 本の修正 として処理 し,再 評価からの資金を企業に留保させている。
なお,さ きの'90年10月22日 付の減価償却率は,現 在 も法定の償却率 として採用 されており,
それが再評価後の固定資産の時価価額に対 して適用 される。減価償却の方法は原則 として定額法
であるが,所 与の償却率を2倍 以内に引き上げた定額法 を加速度償却(ycKopeHHa月aMoPT"3au朋
)と 呼び,こ の加速度償却の採用 を認めている。 また小企業 に対 しては,耐 用年数3年 以上
の固定資産にはその価額の50%ま での初年度償却 も認められている注6・ω7碩。
7.新 しい監査制度の創出に向けて
企 業が作 成 した財務 諸表 は外 部監査 され ねば な らない。 このため,ソ ビエ ト会計 の もとでの こ
れ まで の官庁 内監査 に代 わ る新 しい監査 制度 をつ くる ことが課 題 となった注7。ところで,ロ シア
(5)第1回 の固定資産再評価の詳細な内容については,〔31〕 を参照されたい。
(6)現 在,ロ シアで採用されている償却率と減価償却会計については,〔40〕 を参照されたい。
(7)ソ ビエ ト会計のもとでは,企 業(国 有企業)の 会計報告書(財 務諸表)は,官 庁内の(BHyTPHBe口oMcTBeH'
Hun)監 査と呼ばれる,当 該企業を財務統制する国の上級機関によって点検されていた。また,監 査 に相当す
る用語としてPeBH3H月が使われていたが,現 在ではauditに 対応するay即 下という用語が採用 され,ay朋ToP
(監査人),ay耶TQpcK朋 ΦHpMa(監 査法人),ay即TopcK翻 』e只Te刀bHocτb(監査活動)な どの用語が普及しつ
つある。
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では,こ の新 しい監査の在 り方を,規 程ではなく法律 として制度化 しようとすることから改革が
始まった。銀行情報局 から発表 され,'92年12月 にロシア連邦最高会議 に提案された 「ロシア連
邦における監査活動に関するロシア連邦の法律(草 案)〔25〕」が,そ れである。
表7は この法律草案の内容である。
草案では,ま ず,監 査 とは,経 済主体の会計処理 と財務諸表などをロシア連邦の法律やその他
の法規 とに基づいて照合 し点検することであると規定 し,本 法律は,監 査の基本的な内容 を定め
た ものであ り,そ れ以外の監査の手続きについては別に定めるとしたうえで,職 業として監査を
実施できるライセンスを取得 した市民(監 査人)と 監査法人に対 して適用 されるとしている。
つ ぎに,監 査のライセ ンスを取得するには資格審査 を受 ける必要があ り,そ のために,独 立 し
た審査委員会をつ くり,こ の委員会の活動 をロシア連邦 とその共和国の財務省が委員の労働報酬
を含めて保障 し,ラ イセ ンスは財務省から交付 されるとしている。
ついで,監 査人または監査法人は,経 済主体との契約に基づいて,ま た会計上の係争問題 を解
決するために法廷からの監査の依頼に基づいて監査活動 を行い,そ の結果は,法 的意義をもつ監
査報告書 に示 されることとしている。
そ して,監 査人と監査法人は,経 済主体のすべての会計 データを点検できて,自 主的にその方
法を設定で きる権限をもつと同時に,質 の高い点検 と監査サービスを提供す る義務をもつこと,
さらに,本 法律の内容に違反 したならばその責任を問われ,秘 密保持義務 を犯 して監査内容 を漏
らした場合には,ラ イセンスは剥奪 されることなどを規定 している。
しかし,草 案は法律 として成立 しなかった注8。
ところで,ペ レス トロイカ末期か らソ連邦崩壊前後にいたるまでの時期には,「 ソ連邦監査会
議所」〔代表者パ リー(B.Φ.na刀 曲)教 授〕が設立 されていたが,こ の会議所の活動は充分 に展
開されることなく終えた。 また,「 独立国家共同体会計士協会」 〔代表者シェレメット(A,p.
山epeMeT)教 授〕や 「ロシア会計士協会」〔代表者 ヴィジャー ピン(B.N.BH朋nHH)教 授〕な ど
表7監 査法の草案の内容












(出 所)〔25〕 よ り作 成。
(8)こ の監査法が法律として成立 しなかった理由のひとつとして,'93年秋に流血の衝突 まで引き起こしてのロシ
ア最高会議の解散やその政治的混乱を考えることが多分できよう。
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の諸会計士団体 も設立 されたが注9,こ れ らの団体が会計士の資格 をそれぞれ任意 に与え,こ の間
に,こ の会計士たちが,外 部監査 というよりもむしろ企業にとっての税務対策のための仕事に主
として携わって きていた。こうした異常な状態を取 り除 くために,国 によって認可 された公認会
計士 による外部監査制度の確立が急務 となってきた。
そこで,'93年12月22日,「 ロシア連邦における監査活動について」の大統領令 とともに 〔2・〕顕,
「ロシア連邦における監査活動の暫定規則」が発表された 〔21〕50頁。前者の大統領令は,1)監 査活
動を規制するロシア連邦の法律が制定 されるまで暫定規則 を採用するヒと,2)こ の暫定規則に
基づいて,監 査に従事するすべての 自然人の資格審査を'94年10月1日 までに行 うこと,ま た監
査法人 とその自然人(監 査 人)の 監査活動のライセンスを'95年1月1日 までに取得すること,
3)新 しい監査の法律草案を再び作成する委員会 を大統領の もとに設置することなどを決定して
いる注10。大統領令 と同時に示された後者の暫定規則は,27条 か らなっているが,1そ の骨子 は,'92
年12月 に提示 されたさきの監査の法律草案の内容をほぼ踏襲 したものとなっている。
その後,ロ シア政府は,'94年5月6日,大 統領令 と暫定規則 を施行するために,「 ロシア連邦
における監査活動の規則に関する模範文書の承認 について」 とともに 〔27〕,「監査活動実行の権限
の資格審査の実施方法 〔28〕」 と 「監査活動実行上のライセ ンスの交付方法 〔29〕」 とを発表 した。.こ
れらの決定では,い わゆる公認会計士試験の実施方法を示す と同時に,そ の試験合格者に対して,
1)銀 行の監査,2)保 険機関と相互保険会社の監査,3)取 引所,投 資機関,財 団の監査,4)
一般監査
.(その他の経済主体の監査)の 各分野別のライセ ンスを交付すること,ま た,監 査法人
の自立性 を高めるために,監 査法人の資本金の51%以 上の持分 を,資 格 を取得 した監査人およ
び(ま たは)ラ イセンスを得た監査法人が もっことなどがあきらかにされている。
こうして,紆 余曲折を経 なが らも,現 在,'95年1月 からの国によって認可された会計士による
外部監査の導入を目標に して,新 しい監査制度の改革が進められている。
8.会 計法の制定に向けて
さらに現在,企 業会計の在 り方を法律で制度化 しようとする動 きもみられる。 ロシア連邦最高
会議の機関の要請 により 「独立国家共同体会計士協会」 によって作成 され,'92年6月30日 に発
表 された 「ロシア連邦 における会計と報告書に関するロシア連邦の法律(草 案)」 も,そ のひと
つであるω順。
表8は この法律草案の内容である。
草案では,ま ず,こ の法律は,企 業での会計の組織化 と実施,財 務諸表の作成,経 済主体の権
利,義 務,責 任 を明確に し,会 計 に対する国家規制の方法,会 計のディスクロージャーと会計情
(9)こ れらの会計士団体の設立の経緯については,〔33〕 〔34〕〔35〕を参照されたい。
㈹ この委員会は,現 在,'94年2月4日 付の大統領指示 「ロシア連邦大統領のもとの監査活動に関する委員会規





第1章 総則 第15条 財産の減価償却(1～4項)
第1条 会計(1～5項)第16条 債権 ・債務の評価(1～4項)
第2条 会計の客体(1～3項)第17条 収入と支出の評価と会計(1～2項)
第3条 会計の課題(1～2項)第18条 基金の会計(1～4項)
第4条 会計の方法論(1～4項)第4章 財務(会 計)報 告書
第5条 会計の組織化(1～3項)第19条 財務報告書の組成(1～4項)
第6条 経理部長(1～3項)第20条 会計期間(1～2項)
第2章 会計書類と記録 第21条 財務報告書の提出先 と提出期限(1～
第7条 第1次 的会計書類(1～5項)3項)
第8条 財産 と債権 ・債務の棚卸(1～4項)第22条 財務報告書の公表(1～3項)
第9条 会計帳簿(1～5項)第23条 財務報告書の監査(1～2項)
第10条 会計情報の秘密(1～2項)第5章 会計 と報告書の国家規制
第11条 会計の帳簿と書類の保存(1～2項)第24条 会計と報告書の規制に関する財務省の




(出 所)〔7〕 よ り作 成。
報の信懲性を保障する方策を定めたものであるとしている。
つ ぎに,市 民,個 人(家 族)に よる営業活動では税法 に基づ く会計を行 うが,す べての法人は
会計を実施 しなければならないとしたうえで,そ の方法 は,国 際会計基準 に基礎 を置き,ロ シア
財務省 などが承認 した勘定計画 と会計基準に従ったものであると明記 している。
ついで,ソ ビエ ト会計のもとで重視されていた原始的会計証愚書類,経 理部長,棚 卸などを規
定 したあ とに,5年 間の商業帳簿の保存,ル ーブルによる貨幣単位,会 計記録の内容の営業秘密
を規定 している。
そして,法 人は,会 計基準 に従った財産,債 権 ・債務,収 入 と支出の評価 と会計,法 定の償却
率 による減価償却,資 本金の会計を行い,利 益 を留保 して,財 務諸表を作成 しなければならない
ことを示 している。財務諸表 としては,1)貸 借対照表,2)損 益計算書 と利益処分計算書,3)




第1章 総則 第21条 収入と支出の評価と会計(1～3項)
第1条 本法律:で規制されるもの 第22条 自己資本の会計(1～5項)
第2条 会計の基礎概念(1～2項)第23条 社会的使金の基金
第3条 会計の法的拘束力(1～4項)第24条 担保と保証(1～2項)
第4条 会計の組織化についての企業の権限 第5章 財務 く会計)報 告書
(1～3項)第25条 財務報告書の組成(1～5項)
第5条 会計の組織化についての企業の義務 第26条 連結財務報告書(1～3項)
(1～2項)第27条 会計期間 、(1～2項)
第2章 会計の目的と原則 第28条 財務報告書の提出先 と提出期限(1
第6条 会計の客体(1～2項)～4項)
第7条 会計の目的 第29条 財務報告書の公表(1～3項)
第8条 会計の基本原則(1～7項)第30条 清算企業の財務報告書(1～3項)
第9条 会計記帳の信r性 の承認(1～2項)第6章 会計 と報告書の規制
第3章 会計書類と記録 第31条 会計 と報告書の規制の目的と課題
第10条 第1次 的会計書類(1～5項)(1～3項)
第11条 財産と債権 ・債務の棚卸(1～4項)第32条 会計と報告書の規制を実施する機関
第12条 会計帳簿(1～5項)第33条 会計基準に関する委員会(1～3項)
第13条 会計情報の平易性(1～2項)第34条 職業会計士の社会的連合
第14条 会計の書類 と帳簿の保存(1～2項)第7草 結章
第4章 財産,債 権 ・債務および資本の評価 と会計 第35条 会計と報告書に関する法規(1～2
第15条 会計上の評価義務(1～2項)項)
第16条 会計の貨幣単位(1～3項)第36条 会計基準 と法規の遵守に対する監督
第17条 流動資産の評価(1～2項)(1～3項)




さらに,年 度の財務諸表は,企 業の設立文書で定められた方法で承認され,独 立監査人による
監査 を受け,決 算 日(12月31日)か ら75日 以内に上記の提 出先 に出し,利 害関係者に公表され
るとしているが,公 開型株式会社のそれは,150日 以 内に新聞紙上や雑誌誌上に,ま たは小冊子
で公告することを定めている。
くわえて,ロ シア連邦における会計 と報告書 に対する国家規制は,財 務省 を中心にして行うこ
と,本 法律に違反 した法人は,そ の経済活動の禁止を含 む行政処分を受 けること,そ して本法律
に基づいて会計 に関するその他の法規が作成されることなどを規定 している。
こうして,草 案は'92年3月 に承認 されすでに施行 されている,さ きの会計 と報告書の規程 に
ほぼ対応 したもの となっているが,会 計の実施 と財務諸表の作成 についての詳細 な内容 を規程 に
譲 り,草 案には会計にとって最 も基礎 となる内容を盛 り込んで,そ れを法律 として成立 させよう
としている。
しか し,草 案は法律 として成立 しなかった注11。
だがその後,'94年6月 号の 『会計』(ByxraπTepcK噛yqeT)誌 上 には,よ り法律 としての体裁
を整えた会計法の草案が再び発表されてお り,現 在,こ の新 しい草案が広 く討議 に付されている
(11)も ちろん,企 業会計の在り方を法律で国が規制することに対して反対する意見もあったが,こ の会計法が法
律 として成立しなかったのは,監 査法の場合 と同様 に,さ きの注8で 指摘 した理由も挙げられよう。
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といわれ る注1;。(なお,表9に つ いて は注12と 付記 を参照 され たい。)
9.ロ シア企 業会 計の フレームワークー 結びに代 えて 一
以上 におい て,ソ 連 邦崩壊 か ら現 在 まで に出 され た主 要 な会計 法規 や法律 草案 を通 して ロシア
での 会計改 革 をあ きらかに したが,こ の考 察か ら,い まロシアでは新 しい企 業会 計 を どの よ うな
フ レー ムワー クで 制度 化 しようと してい るのか を,最 後 に指摘 して結 び に代 えた い。
'93年11月9日～10日,タ シケ ン トで独 立国家共 同体諸 国の会計 と報告書 の方 法論 に関す る第
3回 協 議 会 が 開催 され,こ の 会議 で は会計 と報告 書 につい ての法 規 の内容 が審 議 され た 〔17〕纈 。
この審 議 に よる と,簿 記(cqeToBoacTBo)と 会計(yqeT)の 相違,ま た財 務会計(ΦHHaHcoBHh
yqeT),管 理 会計(ynPaMeHqecK舶yqeT),税務 会計(Ha刀oroB曲yqeT)の 相 違 をそ れ
ぞれ 明確 にす る必 要が ある と し,そ の うえで,こ れ らの要素の相 互関連 を図1の ように示 してい
る。 そ して,会 計 規制 としては,1)簿 記,会 計お よび報 告書(財 務諸表)の 基 本的要請,会 計
の 目的 と一般 原則 を示 した会計 法(3aKoHo6yxra刀TePcKoMyqeTe),2)会計 の処理 と手続 きを
規 定 した会計基 準(cTaHAaPTHyqeTa),3)簿記記 帳 を示 した勘 定計 画(nJlaHcqeToB)が
必 要 であ る と して いる。
また,イ ワ シケー ビ ッチ(B.B.HBamKeBHq)教授 に よる と,企 業会 計 の制 度化 に際 して は,
1)憲 法,2)民 法典,3)所 有 法,4)「 企 業 と企業活 動 につ いて」の法 律,5)経 済主体 と
国 との相 互 関係 を規定 す るその他の模 範文書 を基礎 に置 く必 要が あ ると し,そ してそれ らを基礎
に した うえで,会 計規 制 と しては,1)会 計 と監査 に関す る法律,2)会 計基準 と監査基 準,3)
勘 定計 画,4)利 益課 税 に際 して考慮 され る財 務的成果 の形成方 法 とそ の他 の税務 の会計 に関す
る規程 が必要 であ ると してい る 〔19〕瀬 。
い ま,タ シケ ン トで の会議 の審議 や イワシケー ビ ッチ教授 の見 解 に従 って,ロ シアで 出 され た
これ までの会計 法規や 法律 草案 のそ れぞれの意義 を改めてみ る と,つ ぎの よ うに なるであろ う。
まず,図1は,企 業 にお ける複式 簿記 に よる取引 の記帳,そ の記録 デー タの会計処 理 お よび財
務 諸表 の作成,企 業外 部へ のその公 表 と企業 内部での その活用 とい う一連 の流れ を示 した もの と
な ってい るが,こ の場 合,'92年 か ら採用 されている勘定計 画 は簿記規程 に,'92年3月 に承認 され
た会計 と報告 書 に関す る規程 は会計 基準 に,'92年8月 に制定 され た原価 項 目等 に関す る規程 はそ
の他 の規 程 にそれ ぞれ ほぼ対応 した もの となってい る ことで ある。
つ ぎに,こ れ らの法 規 を包括 す る もの と して,ま だ成立 して いないが,会 計法 と監査法 が制定
され よ うと してい るこ とであ る。
さ らに,こ れ らの法 律 の基 礎 に,「 企 業 と企業活 動 につ いて」 の法律('90年12月 ロ シア共和
国 政府 決定注13)や 憲法('93年12月 制 定)な どがある とい うこ とで ある。





もっと も,こ れ まで に出 された会計 法規や法律 草案 には,内 容の重複 や整合性 の欠如 な どがみ
られ るが,と もあ れ,上 記の ようなフ レー ムワー クで 会計 法規 をつ く り,法 律 を制定 しようと し
てい るの であ る。 そ して,こ う した新 しい企業 会計の制度 化の ための指 導的 な機 関 として,現 在
ロシアで は,ロ シア連邦財 務省 内の方法論 会議 〔MeToAo刀orHqecK噛coBeT,83名 の委 員 か らな り,
議長 は財務省 のバ カーエ フ(A.C.6aKaeB)局 長 〕〔23)57頁と,'93年12月 の さ'きの大統領 令 に よって
設置 された監査 活動 に関す る委員会 〔KoMHcc朋noay即TopcK田刀e只Te刀bHocTH,12名 の委員 か
らな り,委 員 長 は財 務次 官 の ア レ クサ シェ ン コ(C.B.A刀eKca皿eHKo)氏〔22〕47頁〕 な どが あ り,
活動 を続 けてい るのであ る。
もち ろん,こ れ らの指導機 関 によって制度化 され る企 業会計 が システム と して円滑 に運 用 され
てい くため には,解 決 しなければ な らない課題 も残 されて いる。そ れは,市 場経 済への移行 の進
展 と真 に民主 主義 的な政治経 済の発展 とい う環境 の もとでの,簿 記 係 に転落 した会計担 当者の再
教育 を初め,教 育機 関での新 しい会計 教育 の展 開 とそれ に よる新 しい会計 人の養成注14,そ して新







管理情報 課税申告,公 式統計 財務報告
管 理 行政機関 投資家,銀 行,そ の他の与信者
(出 所)〔17〕38頁 。
(14現 在,ロ シア で は,会 計 人 の レベ ル を,1)会 計 ・帳 簿 係(6yxra爪ep-cqeToB叩,MπaA田 田6yxra刀Tep),
z)会 計 ・技 術士(TexHHK-6yxra∬ep),3)会計 エ コ ノ ミス ト(6yxra肛ep-3KoHoMHcT),4)職業 会計 ・監
査 人(nPoΦeccHoHa∬bH曲6yxra刀TeP-ay酬ToP)の4段階 に区 分 し,こ れ らの 会 計 人 の研 修,教 育,養 成 の 各
プ ロ グ ラ ムが 策 定 され て い る 〔14〕3頁 。 そ して,こ の計 画 に沿 っ た活 動 が 諸 会計 士 協 会 や 教 育 機 関 で行 わ れ'
よ うと して い る。
78i明 大商学論叢」第77巻 第2号(212)
















































(r明 大 商 学 論 叢 』)
〔30〕 森 章,ロ シ ア に お け る新 じい 財 務 諸 表 様 式,第76巻 第1号,1994.
〔31〕 一,ふ た つ の 固 定 資 産 再 評 価 一 ソ ビエ トと ロ シ ア の 場 合 一,第76巻 第2号,1994.
〔32〕 一,ロ シ ア の 新 し'い勘 定 科 目表,第77巻 第1号,1994.
(「経 理 知 識 』)
〔33〕 森 章,ペ レス トロ イ カ の も とで の 新 しい ソ連 会 計 士 団 体 の 誕 生,第69号,1990.
〔34〕 一,新 しい ソ 連 会 計 士 団 体 の 設 立 とそ の 基 調,第70号,1991.
〔35〕 一,ソ ビ エ ト会 計 の 終 焉 と旧 ソ 連 会 計 学 界 の 混 迷,第71号,1992.
〔36〕 一,新 生 ロ シ ア に お け る会 計 改 革 一 財 務 諸 表 を 中 心 と して 一,第72号,1993.
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〔39〕 森 章,十 月 革 命 か ら ペ レ ス トロ イ カ ま で の ソ連 会 計 を ど う み る か 一 会 計 と経 済 体 制 の 論 議 に よ
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会 科 学 研 究 所 紀 要 』,第31巻 第2号,1993.
〔41〕 一,ソ ビエ ト会 計 の 終 焉,遠 藤 孝,角 瀬 保 雄 編 『現 代 会 計 一 課 題 と展 望 一j,ミ ネ ル ヴ ァ
書 房 所 収,1993.
〔42〕 遠 藤 克 己 訳,ロ シ ア の企 業 法,『 日 ソ経 済 調 査 資 料 』,No.725,1992.
(付記)脱 稿後に'94年6月 号の 『会計』誌 を入手 し,表9の ような新 しい会計法 の草案 をみることが
で きた注。 この新 しい草案は,'92年6月 に発表された旧草案に対 して寄せ られた批評や提案 を考慮 し,
また,ロ シアの専門家 と国連,ヨ ーロッパ共同体委員会,経 済協力開発機構,世 界銀行,国 際会計
士連盟,国 際会計基準委員会等の専 門家 とが加わったロシア連邦 における会計 と.監査の国際 コンサ
ルタン ト委員会での審議 を経て公表 されたものであ るといわれている。
(注)3aKoHPoccHHcKo帥e月epau雌06yxra刀TepcKoMyqeTe(npoeKT),・5yxra爪epcK舶yqeT・,No.6,1994,
c.3～13.
